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(1)主要都市 235 か所を対象として施設原単位や施設密度の実態を調査し 因子分析などを用いて地域
特性と施設数の関係や施設分布パターンを比較分析すると共に，施設原単位の分布型などを明らかにし
ている。
(2) 5 5 か所の団地・ニュータウンおよび既成市街地等の実態調査により，施設発生の可能性は人口規模
に依存するだけではなく，開発手法によっても大幅に異なる乙とを示すと共に，クラスター分析によっ
て業種別の分布パターンを類型化している。
(3) 施設数と人口，用途地域，駅やセンターからの距離および幹線道路との関係を数量化理論第一類によ
って分析した結果，ほとんどの業種において重相関係数は高い値を示すことを明らかにし，各アイテム
のカテゴリー値を用いて施設発生を予測する方法を見出している。
(4) 実際に開発予定のニュータウンを対象として，種々の条件のもとにおける施設発生を予測し上記の
方法が立地誘導の手法として有効であることを確かめている。
以上のように，本論文は今後の住宅地計画に必要な施設配置の新しい手法を提案したもので，地域施設
計画学の発展に寄与するだけでなく，開発事業の計画立案にも貢献すると乙ろが大きい。よって本論文は
博士論文として価値あるものと認める。
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